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有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

8,689

退 職 給 付 引 当 金

資 本 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

株 主 資 本
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売 掛 金

そ の 他

原 材 料
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製 品 保 証 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

759,212

398,585

貸 借 対 照 表
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買 掛 金

１ 年 内 返 済 予 定 の
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日 現在24 5 31
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資 産 合 計
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707,040
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1,084,202

128,265
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631
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土 地



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   ・子会社株式   移動平均法による原価法 

   ・その他有価証券 
     市場価格のあるもの 

                    期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処 

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 
② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品       主に総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

    ・仕掛品      個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定） 
・原材料      総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備は除く）は定額法、それ以外は定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10～38 年

構築物 10～20 年

工具、器具及び備品 ２～20 年

 

            （会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更） 

              当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度から、平成 24年４月１日 

以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減 

価償却の方法に変更しております。 

              なお、この変更が損益に与える影響はありません。 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

    ・市場販売目的のソフトウェア 

              見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額を

比較し、いずれか大きい額を償却する方法によっております。 
    ・自社利用目的のソフトウェア 

              社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

③ リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
              リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合

は残価保証額）とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ         

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 



  ② 製品保証引当金   製品販売後の無償サービス費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の

保証費用実績率を基礎として計上しております。 
  ③ 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注制作のソフトウェアについ

ては工事進行基準を適用し、その他の場合については工事完成基準を適用しております。また、工

事進行基準を適用するソフトウェア開発の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法に

よっております。 
なお、当事業年度においては対象案件はございません。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 ① 繰延資産の処理方法 

    社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 
 

② 消費税等の会計処理  
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(6) 追加情報 
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

     当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び 

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号 平成 21 年 12 月４日）及び「会計上の変 
更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24 号 平成 21 年 12 

月４日）を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記  

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
  ① 担保に供している資産 

建   物 119,513 千円 

土   地 128,265 千円 

 計 247,779 千円 

  ② 担保に係る債務 

１年内返済予定の長期借入金 15,456 千円 

長期借入金 182,470 千円 

 計 197,926 千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 
58,557 千円 

 

 (3) 関係会社に対する金銭債権（区分表示したものを除く） 
    短期金銭債権 

売掛金 18,553 千円 

 
 (4) 保証債務 
      以下の関係会社のリース債務残高に対し、保証を行っております。 

株式会社Ｍ.Ｒ.Ｌ 10,202 千円 



３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
未払事業税 8,927 千円 

投資有価証券評価損 2,653 千円 

その他 5,462 千円 

繰延税金資産合計 17,043 千円 

 

４．関連当事者との取引に関する注記               

(1) 子会社及び関連会社等                        （単位：千円） 

種 類 
会社等の

名  称

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容

取引金額

（注４）
科 目 

期末残高

（注４）

子会社 株式会社 

Ｍ.Ｒ.Ｌ 

所有 

直接 100％ 

当社製品の販売 

資金の援助 

役員の兼任 

システム機

器等の販売 

（注１） 

52,218 売掛金 18,553

資金の貸付

（注２） 

貸付金の返済 

135,000

 

135,000 

－ －

資金の貸付

（注３） 

 

貸付金の返済

150,000

 

 

3,570

1 年内回収

予定の関係

会社長期貸

付金 

 

関係会社 

長期貸付金

21,420

125,010

利息の受取 

（注２、３）
1,727 － －

    取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

（注３）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間７年、毎 

月均等返済としております。なお、担保は受け入れておりません。 

（注４）取引金額及び関係会社長期貸付金（１年内回収予定の関係会社長期貸付金を含む）の期末残高には消 

費税等は含まれておりません。売掛金の期末残高には消費税等を含めております。 

 

５．１株当たり情報に関する注記  

１株当たり純資産額 192,644 円 76 銭 

１株当たり当期純利益 48,408 円 49 銭 

 

６．当期純損益金額  

当期純利益 190,777 千円

 


